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４月10日（月）まで

４月17日（月）まで
（15日が土曜のため）

４月中の市町村条
例で定める日まで

５月１日（月）まで
（４月末日が休日の
ため）

①　源泉所得税および特別徴収住民税の納付（３月分）

②　給与支払報告に係る給与所得者異動届出書

③　固定資産税（都市計画税）第１期分の納付、軽自動車税の納付

④　法人の確定申告、納付、延納の届出（平成29年２月期分）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人事業所税・法人住民税

⑤　申告期限延長承認法人の法人税確定申告
１カ月延長法人（平成29年１月期）
２カ月延長法人（平成28年12月期）

⑥　消費税確定申告（１カ月ごと）（１月期）
⑦　消費税確定申告（３カ月ごと）（２、５、８、11月期）
⑧　法人の中間申告（半期・８月期）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税

⑨　法人消費税の中間申告納付
直前期年税額4,800万円超のとき
１カ月ごと（２月期を除く）
直前期年税額400万円超のとき
３カ月ごと（５、８、11月期）

⑩　公共法人等の住民税均等割の申告納付
⑪　公益法人等の損益計算書等の提出（平成28年12月期）

①　所得税と復興特別所得税をあわせて源泉徴収する。

②　４月１日の現況で提出。

④～⑨　法人の事業年度（課税期間）の終了日は各月末
日とする。

⑥、⑦　消費税課税期間の短縮特例は適用後２年間継続
が要件である。

今月の税務
日　付 項　目 備考・コメント

（付記）　⑪　公益法人等（法人税申告書提出法人を除く）は年間収入金額の合計額が8,000万円超となる場合に、その事業年度終了の日から４カ月
以内に損益計算書等を主たる事務所所在地の所轄税務署長に提出する義務がある（措法68の６、措令39の37）。

会
　
　
計

法
人
税
等
会
計
基
準
案
、公
表
議

決
へ
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、税
効
果
会
計
専
門
委

会
　
　
計

公
共
施
設
等
運
営
事
業
の
取
扱

い
の
３
月
最
終
化
は
困
難

─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、実
務
対
応
専
門
委

去
る
３
月
９
日
、
企
業
会
計
基

準
委
員
会
は
第
48
回
税
効
果
会
計

専
門
委
員
会
を
開
催
し
た
。
前

回（
２
０
１
７
年
３
月
10
日
号（
№

１
４
７
３
）情
報
フ
ラ
ッ
シ
ュ
参
照
）ま

で
の
議
論
を
踏
ま
え
、
法
人
税
等
会

計
基
準
案
へ
の
コ
メ
ン
ト
対
応
や
開
示

の
論
点
等
の
検
討
が
行
わ
れ
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

基
準
案
へ
の
コ
メ
ン
ト
対
応

こ
れ
ま
で
の
専
門
委
員
会
や
企
業

会
計
基
準
委
員
会
で
多
く
の
意
見
が

聞
か
れ
た
、
追
徴
税
額
に
つ
い
て
課

税
を
不
服
と
し
て
法
的
手
段
を
取
る

場
合
の
取
扱
い
に
関
す
る
、
結
論
の

背
景
の
34
項（
基
準
案
で
は
32
項
）が

次
の
よ
う
に
修
文
さ
れ
た
。

34
項　
（
前
略
）本
会
計
基
準
で
は
、当

該
取
扱
い
に
お
い
て
追
徴
税
額
を

費
用
と
し
て
計
上
せ
ず
納
付
税
額

を
資
産
と
し
て
計
上
す
る
ケ
ー
ス

が
実
務
で
は
基
本
的
に
は
見
ら
れ

な
か
っ
た
も
の
の
、資
産
と
し
て
計

上
す
る
ケ
ー
ス
が
排
除
さ
れ
て
い

な
い
表
現
で
あ
っ
た
こ
と
を
踏
ま

え
、「
原
則
と
し
て
当
該
追
徴
税
額

を
損
益
に
計
上
す
る
。」と
の
表
現

を
用
い
て
い
る（
第
６
項
参
照
）。

専
門
委
員
か
ら
は
修
文
に
つ
い

て
、
特
段
反
対
の
意
見
は
聞
か
れ
な

か
っ
た
。
次
の
親
委
員
会（
３
月
13

日
開
催
予
定
）で
公
表
議
決
さ
れ
る

予
定
。

開
示
の
論
点

⑴　
追
加
す
べ
き
開
示
項
目

事
務
局
は
、
前
回
ま
で
に
提
案
し

て
い
る
追
加
す
べ
き
開
示
項
目（
評

価
性
引
当
額
の
内
訳
、
税
務
上
の
繰

越
欠
損
金
に
関
す
る
事
項
、
税
法
改

正
に
よ
る
影
響
額
）を
、
利
用
者
の

有
用
性
や
開
示
項
目
自
体
の
重
要
性

の
観
点
で
分
析
を
行
っ
た
。

分
析
の
結
果
、
評
価
性
引
当
額
や

税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
に
係
る
会
社

別
の
定
性
的
な
情
報
の
開
示
は
有
用

性
が
あ
る
も
の
の
、
作
成
者
側
の
実

務
負
担
が
大
き
い
た
め
、
開
示
の
定

め
を
設
け
る
場
合
、
会
計
基
準
に
は

会
社
別（
納
税
主
体
別
）等
の
開
示
の

単
位
を
特
段
記
載
せ
ず
に
、
当
該
開

示
の
単
位
を
例
示
す
る
こ
と
が
考
え

ら
れ
る
と
し
た
。
ま
た
、
企
業
が
評

価
性
引
当
額
の
増
減
を
必
ず
し
も
会

社
別
に
管
理
し
、
説
明
し
て
い
る
と

は
限
ら
な
い
な
ど
の
理
由
か
ら
、
連

結
全
体
の
評
価
性
引
当
額
の
合
計
額

に
重
要
な
変
動
が
生
じ
て
い
れ
ば
、

当
該
変
動
に
つ
い
て
開
示
を
要
求
す

る
こ
と
が
提
案
さ
れ
た
。

こ
れ
に
対
し
て
作
成
者
側
等
の
専

門
委
員
か
ら
は
、「
会
社
別
の
情
報
を

利
用
者
が
使
い
切
れ
な
い
の
で
は
」

と
、
開
示
す
る
必
要
が
あ
る
の
か
疑

問
視
す
る
声
が
聞
か
れ
た
。

⑵　
単
体
開
示
の
要
否

税
効
果
会
計
に
関
す
る
単
体
開
示

に
つ
い
て
は
、
分
配
可
能
額
と
の
関

係
で
単
体
の
純
資
産
に
重
要
な
繰
延

税
金
資
産
が
含
ま
れ
て
い
る
場
合
、

当
該
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性

に
つ
い
て
不
確
実
性
が
高
い
か
ど
う

か
を
分
析
で
き
る
こ
と
や
、
単
体
の

開
示
項
目
の
一
部
の
み
を
省
略
す
る

合
理
的
な
理
由
を
見
出
す
の
が
難
し

い
こ
と
な
ど
か
ら
、
連
結
と
単
体
双

方
の
開
示
を
念
頭
に
置
く
こ
と
が
事

務
局
よ
り
提
案
さ
れ
た
。

去
る
３
月
９
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
１
０
０
回
実
務
対
応
専

門
委
員
会
を
開
催
し
た
。

今
回
は
昨
年
12
月
に
公
表
さ
れ
た

実
務
対
応
報
告
公
開
草
案
49
号「
連

結
財
務
諸
表
作
成
に
お
け
る
在
外
子

会
社
等
の
会
計
処
理
に
関
す
る
当
面

の
取
扱
い（
案
）」等（
以
下
、「
改
正
18
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フラッシュ
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ンタルヘルス

社会の窓社会の窓

わ
が
家
の
ガ
ス
フ
ァ
ン
ヒ
ー
タ
ー

は
、運
転
開
始
後
１
時
間
ご
と
に「
１

時
間
連
続
運
転
の
た
め
、
換
気
を
し

て
く
だ
さ
い
」と
音
声
が
流
れ
ま
す
。

過
剰
な
サ
ー
ビ
ス
の
よ
う
に
思
い
ま

す
が
、
寒
い
季
節
に
意
識
的
に
換
気

を
す
る
人
は
多
く
な
い
で
し
ょ
う
か

ら
、
意
味
の
あ
る
音
声
案
内
な
の
か

も
し
れ
ま
せ
ん
。
実
際
、
窓
を
開
け

て
外
の
新
し
い
空
気
を
入
れ
る
と
、

や
は
り
気
持
ち
が
よ
い
も
の
で
す
。

職
場
や
家
庭
に
お
い
て
も
、
外
の

空
気
が
入
っ
て
く
る
た
め
の“
窓
”を

開
け
て
お
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
長

い
間
、
同
じ
メ
ン
バ
ー
が
同
じ
場
所

や
同
じ
時
間
を
共
有
し
て
い
る
と
、

少
し
ず
つ
空
気
は
よ
ど
ん
で
き
ま

す
。
そ
の
よ
ど
み
は
、
閉
塞
感
、
モ

ヤ
モ
ヤ
感
、
イ
ラ
イ
ラ
感
、
不
満
感

な
ど
を
感
じ
さ
せ
、“
窓
の
内
側
の
世

界
”に
対
す
る
批
判
的
な
感
情
を
生

み
出
す
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、

強
す
ぎ
る
絆
や
伝
統
へ
の
執
着
な
ど

が
裏
目
に
出
て
、“
窓
の
外
側
の
世

界
”に
対
す
る
批
判
的
な
感
情
を
生

み
出
す
こ
と
も
あ
り
ま
す
。
日
常
的

に“
窓
”を
開
け
て
外
の
空
気
を
入
れ

て
い
れ
ば
、
こ
の
よ
う
な
不
健
全
な

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
な
る
こ
と
を
避
け

ら
れ
る
で
し
ょ
う
。

健
全
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
つ
く
る

た
め
に
は
、“
窓
”を
開
け
て
外
の
空

気
を
入
れ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ

れ
は
、
自
分
の
職
場
や
家
庭
以
外
の

世
界
を
み
る
こ
と
で
あ
り
、
他
の
世

界
の
人
た
ち
と
の
交
流
を
増
や
す

こ
と
を
指
し
ま
す
。
そ
う
す
る
こ
と

で
、
私
た
ち
は
安
心
感
を
覚
え
た

り
、
納
得
感
を
得
ら
れ
た
り
、
自
分

の
世
界
を
変
え
て
い
く
勇
気
を
持

て
た
り
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
た

と
え
ば
、
自
社
の
体
制
や
手
法
に

批
判
的
で
あ
っ
た
と
き
に
、
他
社

に
勤
め
る
友
人
に
話
し
て
み
た
ら
、

ど
の
会
社
も
同
じ
よ
う
な
状
況
で

あ
る
こ
と
を
知
り
ま
し
た
。
そ
の

と
き
、「
う
ち
の
会
社
だ
け
じ
ゃ
な

い
ん
だ
」、「
変
だ
と
思
っ
て
い
た
け

ど
、
こ
れ
が
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
な
の

か
」な
ど
と
い
う
気
づ
き
や
発
見
が

あ
り
ま
す
。
ま
た
、
他
社
の
人
か
ら

「
そ
れ
は
お
か
し
い
」と
指
摘
さ
れ

た
ら
、「
自
分
の
感
覚
は
間
違
っ
て

い
な
か
っ
た
」と
安
心
す
る
で
し
ょ

う
。
家
庭
も
同
様
で
す
。
他
の
家
庭

の
様
子
を
知
れ
ば
、「
ど
の
家
庭
に

も
欠
陥
が
あ
る
の
が
普
通
で
、
み
ん

な
苦
労
し
て
い
る
ん
だ
」と
気
が
楽

に
な
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

こ
の
よ
う
に
、
外
の
世
界
の
人
た

ち
と
の
交
流
を
持
っ
て
い
る
人
は
、

外
の
世
界
で
起
こ
っ
て
い
る
こ
と
や

外
の
世
界
の
人
が
考
え
て
い
る
こ
と

を
知
る
こ
と
で
、“
窓
の
内
側
の
世

界
”で
起
こ
っ
て
い
る
事
象
に
対
し

て
冷
静
で
客
観
的
な
視
点
を
持
つ
こ

と
が
で
き
ま
す
。
そ
の
と
き
、
そ
の

場
の
空
気
の
よ
ど
み
は
多
少
な
り
と

も
改
善
さ
れ
て
い
る
は
ず
で
す
。

こ
の
こ
と
に
通
じ
る
話
を
、
あ
る

企
業
の
採
用
担
当
者
か
ら
聞
い
た
こ

と
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
方
は
、
採
用

面
接
で「
異
質
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
と

の
交
流
」に
つ
い
て
質
問
を
投
げ
か

け
る
そ
う
で
す
。
た
と
え
ば
、
お
じ

い
ち
ゃ
ん
く
ら
い
の
年
齢
の
友
人
が

い
る
か
、
外
国
人
と
の
付
き
合
い
は

あ
る
か
、
他
大
学
の
学
生
と
交
流
す

る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
属
し
て
い
る
か

な
ど
の
質
問
で
す
。
そ
の
よ
う
な
異

質
な
世
界
と
の
交
流
を
持
っ
て
い
る

人
の
ほ
う
が
、
対
人
関
係
の
ス
キ
ル

が
高
く
、適
応
力
が
高
い
そ
う
で
す
。

こ
の
採
用
担
当
者
も“
窓
”を
開
け
る

こ
と
に
よ
る
効
果
を
肌
で
感
じ
て
い

る
の
だ
ろ
う
と
思
い
ま
し
た
。

健
全
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
つ
く
っ

て
い
く
た
め
に
は
、
社
会
に
向
け
て

の“
窓
”を
開
け
る
こ
と
が
大
切
で

す
。
子
ど
も
の
頃
は「
社
会
の
窓
が

開
い
て
い
る
よ
！
」と
い
わ
れ
る
こ

と
は
恥
ず
か
し
い
こ
と
で
し
た
が
、

社
会
人
に
対
し
て
は
評
価
さ
れ
る
言

葉
で
あ
る
は
ず
で
す
。
み
ん
な
で
社

会
の“
窓
”を
開
け
て
み
ま
せ
ん
か
。

（
メ
ン
タ
ル
ク
リ
エ
イ
ト　

江
口　

毅
）

号
案
等
」と
い
う
）、
実
務
対
応
報
告

公
開
草
案
48
号「
公
共
施
設
等
運
営

事
業
に
お
け
る
運
営
権
者
の
会
計
処

理
等
に
関
す
る
実
務
上
の
取
扱
い

（
案
）」（
以
下
、「
Ｐ
Ｆ
Ｉ
案
」と
い
う
）

へ
の
コ
メ
ン
ト
を
受
け
て
、
対
応
が

検
討
さ
れ
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

改
正
18
号
案
等

次
の
内
容
に
関
す
る
コ
メ
ン
ト
が

寄
せ
ら
れ
た
。

①　
経
過
措
置
の
有
無
の
確
認

②　
会
計
基
準
の
変
更
に
関
す
る
経

過
措
置
の
検
討
要
望

③　
国
内
子
会
社
等
が
連
結
財
務
諸

表
を
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
で
作
成
し
て
い
る

場
合
で
も
、日
本
基
準
に
よ
る
個
別

財
務
諸
表
も
利
用
可
能
と
す
る
こ

と
の
明
確
化

④　
会
計
方
針
の
変
更
の
適
時
性

⑤　
表
示
お
よ
び
開
示
の
取
扱
い

事
務
局
は
、
た
と
え
ば
、
③
に
つ

い
て
は
次
の
理
由
に
よ
り
改
正
18
号

案
等
か
ら
の
変
更
を
し
な
い
と
し
て

い
る
。

・
指
定
国
際
会
計
基
準
に
準
拠
し
た

連
結
財
務
諸
表
を
作
成
し
て
金
融

商
品
取
引
法
に
基
づ
く
有
価
証
券

報
告
書
に
よ
り
開
示
し
て
い
る
国

内
子
会
社
等
が
、改
正
18
号
案
等
を

適
用
す
る
場
合
、当
該
連
結
財
務
諸

表
を
親
会
社
の
連
結
手
続
上
利
用

す
る
か
、当
該
連
結
財
務
諸
表
を
構

成
す
る
す
べ
て
の
連
結
会
社
の
指

定
国
際
会
計
基
準
に
準
拠
し
た
個

別
財
務
諸
表
を
親
会
社
の
連
結
決

算
手
続
上
利
用
す
る
こ
と
を
前
提

と
し
て
い
る

・
当
該
国
内
子
会
社
等
が
改
正
18
号

案
等
を
適
用
す
る
場
合
、親
会
社
の

連
結
決
算
手
続
上
利
用
す
る
個
別

財
務
諸
表
に
関
し
て
、当
該
国
内
子

会
社
等
の
一
部
の
連
結
会
社
に
指

定
国
際
会
計
基
準
に
準
拠
し
た
も

の
と
日
本
基
準
に
準
拠
し
た
も
の

の
選
択
を
認
め
る
こ
と
は
適
切
で

は
な
い

他
の
コ
メ
ン
ト
に
つ
い
て
も
特
段

の
対
応
は
行
わ
ず
、
３
月
中
に
親
委

員
会
で
公
表
議
決
が
行
わ
れ
る
見
込

み
で
あ
る
。

Ｐ
Ｆ
Ｉ
案

コ
メ
ン
ト
を
受
け
て
事
務
局
は
、

「
公
共
施
設
等
運
営
権
の
取
得
時
に

計
上
す
る
更
新
投
資
に
係
る
資
産
の

会
計
的
性
質
」、「
運
営
権
設
定
期
間

の
終
了
時
に
、
管
理
者
等
と
運
営
権

者
と
の
間
で
金
銭
の
授
受
が
行
わ
れ

る
場
合
の
減
価
償
却
の
取
扱
い
」な

ど
に
つ
い
て
、
明
確
化
す
る
た
め
に

結
論
の
背
景
に
追
加
す
る
こ
と
を
提

案
し
た
。
ま
た
、
運
営
権
対
価
の
見

積
り
の
変
更
時
の
会
計
処
理
の
明
確

化
の
要
望
に
対
し
て
、
現
時
点
で
具

体
的
な
取
扱
い
を
示
す
必
要
性
が
高

く
な
い
た
め
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
案
を
変
更
し

な
い
と
し
た
が
、
専
門
委
員
か
ら
は

反
対
意
見
が
聞
か
れ
た
。
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国
際
会
計

非
従
業
員
へ
の
株
式
報
酬
に
関
す

る
Ａ
Ｓ
Ｕ
案
、公
表
─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

金
　
　
融

金
利
上
昇
を
加
速
す
る
日
銀
の

金
融
緩
和
策

貴社の景況判断BSI（「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）●貴社の景況
29年1～ 3月期の「貴社の景況判断」BSIを全産業でみると、大企業は「上昇」超、中堅
企業、中小企業は「下降」超となっています。
先行きを全産業でみると、大企業は29年4～ 6月期に「下降」超に転じるものの、29年
7～ 9月期に「上昇」超となる見通し、中堅企業は29年7～ 9月期に「上昇」超に転じ
る見通し、中小企業は「下降」超で推移する見通しとなっています。
●国内の景況
29年1～ 3月期の「国内の景況判断」BSIを全産業でみると、大企業は「上昇」超、中堅
企業、中小企業は「下降」超となっています。
先行きを全産業でみると、大企業は「上昇」超で推移する見通し、中堅企業は29年7～
9月期に「上昇」超に転じる見通し、中小企業は「下降」超で推移する見通しとなってい
ます。
29年3月末時点の「従業員数判断」BSIを全産業でみると、大企業、中堅企業、中小
企業いずれも「不足気味」超となっています。
先行きを全産業でみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「不足気味」超で推
移する見通しとなっています。
28年度は、1.1％の減収見込みとなっています（下期0.0％の減収見込み）。 
29年度は、1.3％の増収見通しとなっています（上期1.6％の増収見通し、下期1.1％
の増収見通し）。
業種別にみると、製造業、非製造業ともに28年度は減収見込み、29年度は増収見
通しとなっています。
28年度は、2.9％の減益見込みとなっています（下期1.3％の増益見込み）。 
29年度は、0.8％の減益見通しとなっています（上期0.3％の減益見通し、下期1.3％
の減益見通し）。
業種別にみると、製造業は、28年度は減益見込み、29年度は増益見通しとなってい
ます。非製造業は、28年度は減益見込み、29年度も減益見通しとなっています。
28年度は、2.0％の増加見込みとなっています（下期4.1％の増加見込み）。 
29年度は、4.6％の減少見通しとなっています（上期7.2％の増加見通し、下期
13.9％の減少見通し）。
業種別にみると、製造業は、28年度は増加見込み、29年度も増加見通しとなってい
ます。非製造業は、28年度は増加見込み、29年度は減少見通しとなっています。

平成29年1―3月期調査

対象企業数
回答企業数
回　収　率

法人企業景気予測調査
（内閣府・財務省）

法人企業景気予測調査は、わが国の経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することにより、経済の現状
および今後の見通しに関する基礎資料を得ることを目的として四半期ごとに調査しています。なお、資本金、
出資金または基金（以下、「資本金」といいます）1千万円以上の法人（ただし、電気・ガス・水道業および金融業、
保険業は資本金1億円以上）を対象としています。以下は、平成29年1-3月期調査結果の概要です。

（注）本調査において大企業とは資本金10億円以上の企業を、中堅企業とは資本金1億円以上10億円未満
の企業を、中小企業とは資本金1千万円以上1億円未満の企業をいいます。

景　　況

大
企
業
中
堅
企
業
中
小
企
業

全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業

29年7～9月
見通し

28年10～12月
前回調査

国内の景況判断BSI（「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）

大
企
業
中
堅
企
業
中
小
企
業

全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業

29年1～3月
現状判断

29年7～9月
見通し

28年10～12月
前回調査

29年1～3月
現状判断

29年4～6月
見通し

29年4～6月
見通し

5.4 
6.4 
4.9 
4.6 
5.8 
4.2 
▲4.6 
▲5.1 
▲4.5 

3.3 
3.5 
3.2 
1.1 
▲0.1 
1.5 
▲6.4 
▲6.3 
▲6.4 

1.3 
1.1 
1.5 
▲0.1 
▲2.2 
0.5 

▲11.3 
▲10.0 
▲11.6 

5.2 
5.6 
5.0 
▲0.6 
▲3.8 
0.4 

▲10.8 
▲11.8 
▲10.6 

3.0 
7.5 
0.7 
1.0 
4.1 
0.0 
▲7.1 
▲6.5 
▲7.2 

3.2 
4.1 
2.8 
▲1.1 
1.9 
▲2.0 
▲13.4 
▲14.6 
▲13.2 

▲1.1 
▲2.2 
▲0.6 
▲1.9 
▲3.6 
▲1.4 
▲5.9 
▲3.5 
▲6.4 

2.0 
0.9 
2.5 
▲1.3 
▲3.2 
▲0.8 
▲8.5 
▲9.8 
▲8.2 

15,765社
12,765社
81.0％

設備投資

雇　　用

売 上  高

経常利益

事
務
局
に
よ
る
と
、
多
く
の
コ
メ

ン
ト
が
寄
せ
ら
れ
た
こ
と
か
ら
対
応

に
時
間
が
か
か
り
、
３
月
中
に
最
終

化
す
る
こ
と
は
難
し
い
と
の
こ
と
。

去
る
３
月
７
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
会

計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）の

公
開
草
案「
報
酬
―
株
式
報
酬（
ト

ピ
ッ
ク
718
）：
非
従
業
員
へ
の
株
式

を
基
礎
と
し
た
支
払
の
会
計
の
改

善
」を
公
表
し
た
。
本
Ａ
Ｓ
Ｕ
案
は
、

Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
が
進
め
て
い
る「
単
純
化

の
た
め
の
改
訂
作
業
」の
一
部
で
あ

る
。現

行
で
は
、
非
従
業
員
が
提
供
し

た
物
品
ま
た
は
サ
ー
ビ
ス
と
交
換

で
、
株
式
な
ど
の
対
価
を
与
え
る

取
引
の
会
計
を
、
サ
ブ
・
ト
ピ
ッ

ク
505
―
50「
非
従
業
員
へ
の
持
分

（equity

）を
基
礎
と
し
た
支
払
」が

規
定
し
て
い
る
が
、
そ
の
会
計
処
理

は
、
従
業
員
が
提
供
し
た
物
品
ま
た

は
サ
ー
ビ
ス
と
交
換
で
、
株
式
な
ど

を
与
え
る
取
引
の
会
計
を
規
定
し
て

い
る
ト
ピ
ッ
ク
718
と
は
大
き
く
異

な
っ
て
い
る
。

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
案
は
、
サ
ブ
・
ト
ピ
ッ

ク
505
―
50
を
削
除
し
、
ト
ピ
ッ
ク
718

（
現
行
で
は
、
従
業
員
へ
の
支
払
の

み
を
含
む
）の
範
囲
を
非
従
業
員
へ

の
支
払
を
含
む
よ
う
に
拡
大
し
て
い

る
。
結
果
と
し
て
、
従
業
員
と
非
従

業
員
へ
の
株
式
を
基
礎
と
す
る
支
払

の
会
計
は
同
じ
よ
う
に
な
る
。

具
体
的
に
は
、
非
従
業
員
と
の
株

式
を
基
礎
と
す
る
支
払
取
引
は
、
現

行
で
は「
受
領
し
た
対
価
の
公
正
価

値
」と「
発
行
す
る
株
式
の
公
正
価

値
」の
い
ず
れ
か
の
よ
り
容
易
に
測

定
で
き
る
金
額
で
測
定
さ
れ
る
が
、

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
案
で
は
ト
ピ
ッ
ク
718
に

従
っ
て
、
物
品
ま
た
は
サ
ー
ビ
ス
が

提
供
さ
れ
、
株
式
か
ら
の
便
益
の
権

利
を
獲
得
す
る
た
め
に
必
要
な
そ
の

他
の
条
件
を
満
た
し
た
と
き
に
、
企

業
が
発
行
を
義
務
づ
け
ら
れ
る
株
式

の
公
正
価
値
の
見
積
り
に
よ
り
測
定

さ
れ
る
。

ま
た
、
現
行
で
は
、
資
本
に
分
類

さ
れ
る
株
式
を
基
礎
と
す
る
報
酬
の

支
払
の
測
定
日
は
、「
相
手
に
よ
る
履

行
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
の
合
意
日
」

と「
相
手
の
履
行
が
完
了
し
た
日
」の

い
ず
れ
か
早
い
ほ
う
で
あ
る
が
、
本

Ａ
Ｓ
Ｕ
案
で
は
株
式
を
基
礎
と
す
る

報
酬
の「
付
与
日
」に
な
る
。

コ
メ
ン
ト
期
限
は
２
０
１
７
年
６

月
５
日
で
あ
る
。
本
Ａ
Ｓ
Ｕ
案
の
適

用
日
は
今
後
決
定
さ
れ
る
。

総
務
省
が
公
表
し
た
１
月
の
全
国

消
費
者
物
価
指
数
を
み
る
と
、
生
鮮

食
品
を
除
く
総
合
指
数
は
前
年
同
月

比
で
０
・
１
％
上
昇
し
、
１
年
１
カ

月
振
り
に
プ
ラ
ス
と
な
っ
た
。
た
だ

現
時
点
で
は
、
明
確
な
物
価
上
昇
傾

向
は
み
ら
れ
ず
、
家
計
調
査
な
ど
の

消
費
支
出
も
依
然
と
し
て
弱
い
。

し
か
し
、
今
回
の
プ
ラ
ス
転
換
の

要
因
と
も
な
っ
た
原
油
価
格
の
上
昇

は
、
昨
年
初
め
か
ら
持
続
し
た
ま
ま

で
、
輸
入
物
価
の
上
昇
を
通
じ
て
全

体
に
波
及
す
る
可
能
性
を
残
し
て
い

る
。
さ
ら
に
、
２
月
末
よ
り
明
確
に

な
っ
た
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
利
上
げ
に
対
す
る

本
気
度
か
ら
、
３
月
に
入
っ
て
ド
ル

も
対
円
で
強
含
み
の
展
開
と
な
っ
て

い
る
。
こ
の
ま
ま
だ
と
、
今
年
後
半

に
か
け
て
国
内
物
価
の
上
昇
傾
向
が

強
ま
る
可
能
性
も
あ
る
。

そ
の
場
合
、
日
銀
が
現
在
実
施
し

て
い
る「
長
短
金
利
操
作
付
き
量
的
・

質
的
金
融
緩
和
」に
お
い
て
、
政
策

金
利
マ
イ
ナ
ス
０
・
１
％
、
10
年
物

国
債
金
利
お
お
む
ね
ゼ
ロ
％
程
度
と

い
う
イ
ー
ル
ド
カ
ー
ブ
・
コ
ン
ト

ロ
ー
ル
に
も
影
響
を
及
ぼ
す
。

本
来
、
国
債
利
回
り
は
物
価
の
動

き
と
か
な
り
相
関
関
係
が
強
く
、
物

価
が
上
昇
傾
向
を
み
せ
る
と
利
回
り
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フラッシュ

証
　
　
券

米
利
上
げ
の
株
価
へ
の
影
響
は
軽

微
か

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2017年
3月3日

金融商品取引法の一
部を改正する法律案 金融庁

企業が、未公表の決算情報などの重要な情報を証券アナリストなどに提供した場合、
速やかに他の投資家にも公平に情報提供する「フェア・ディスクロージャー・ルール」
を求めるもの。株式等の高速取引に関する法制の整備、金融商品取引所グループ内の
共通・重複業務の集約の容易化についても改正される。
http://www.fsa.go.jp/common/diet/index.html

―

2017年
3月7日

ASU公開草案「報酬
―株式報酬（トピック
718）：非従業員への
株式を基礎とした支
払の会計の改善」

FASB

非従業員への株式報酬に関する会計処理を規定するサブ・トピック505―50を削除
し、当該会計処理をトピック718の範囲に含むように拡大するもの。コメント期限は、
2017年６月５日まで。
ht tp : / /www . fasb .o rg/cs /Con ten tSe rve r?c=FASBConten t _
C&pagename=FASB%2FFASBContent_C%2FNewsPage&cid=1176168874139

2017年
４月１日号
情報

フラッシュ

も
上
昇
を
示
し
て
い
た
。
こ
れ
ま
で

述
べ
た
理
由
で
今
年
後
半
に
か
け
て

物
価
上
昇
傾
向
が
強
ま
れ
ば
、
イ
ー

ル
ド
カ
ー
ブ
も
長
期
か
ら
上
昇
し
、

ス
テ
ィ
ー
プ
化
の
動
き
が
強
ま
る
。

そ
の
場
合
10
年
ゾ
ー
ン
も
利
回
り

は
上
昇
す
る
た
め
、
日
銀
は
買
入
国

債
の
量
を
増
や
し
て
い
か
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
現
時
点
で
も
日
銀
の
国

債
保
有
残
高
は
４
０
０
兆
円
を
超

え
保
有
者
と
し
て
の
シ
ェ
ア
は
約

40
％
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
80
％
を
超
え
る

ま
で
に
膨
ら
み
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
や
Ｅ
Ｃ
Ｂ

の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
20
～
30
％
と
比
べ
る
と

非
常
に
大
き
い
。
こ
の
ま
ま
で
は
財

政
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
問
題
が
浮
上
し

て
く
る
可
能
性
が
高
く
、
金
利
上
昇

に
拍
車
を
掛
け
か
ね
な
い
。

そ
れ
を
防
ご
う
と
、
10
年
物
金
利

を
ゼ
ロ
か
ら
プ
ラ
ス
方
向
に
引
き
上

げ
れ
ば
、
黒
田
日
銀
に
な
っ
て
初
め

て
の
政
策
転
換
と
な
り
、
同
様
に
市

場
に
与
え
る
影
響
は
大
き
い
。
黒
田

日
銀
が
デ
フ
レ
脱
却
の
た
め
に
行
っ

た
異
次
元
の
金
融
緩
和
や
イ
ー
ル
ド

カ
ー
ブ
・
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
が
、
２
％

の
物
価
目
標
に
近
づ
く
ほ
ど
、
急
速

な
金
利
上
昇
を
起
こ
す
リ
ス
ク
が
懸

念
さ
れ
る
。

ア
メ
リ
カ
の
足
許
の
経
済
指
標
は

順
調
な
景
気
拡
大
を
確
認
し
つ
つ
あ

り
、
３
月
利
上
げ
が
急
速
に
現
実
感

を
伴
っ
て
き
た
。
現
在
は
、
10
日
発

表
の
雇
用
統
計
を
受
け
、
14
、
15
日

の
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ（
連
邦
公
開
市
場
委
員

会
）で
利
上
げ
が
正
式
決
定
さ
れ
そ

う
だ
と
い
う
時
点
に
あ
る
。

米
利
上
げ
は
、
２
０
１
４
年
秋
に

非
常
時
的
な
金
融
超
緩
和
政
策
か
ら

の
離
脱
を
宣
言
し
た
後
、
２
０
１
５

年
末
、
２
０
１
６
年
末
に
続
き
３
度

目
と
な
る
。
１
度
目
か
ら
２
度
目
ま

で
は
１
年
か
か
っ
た
が
、
今
回
は
わ

ず
か
３
カ
月
で
あ
る
こ
と
が
注
目
さ

れ
る
。
そ
の
背
景
に
は
、
米
国
経
済

の
力
強
さ
が
増
し
て
い
る
こ
と
が
あ

る
。
失
業
率
の
低
下
、
イ
ン
フ
レ
率

の
上
昇
は
景
気
過
熱
を
示
唆
す
る
ま

で
に
な
っ
て
き
て
い
る
。
そ
こ
へ
、

ト
ラ
ン
プ
新
大
統
領
が
登
場
し
、
大

幅
な
減
税
や
イ
ン
フ
ラ
投
資
の
拡
大

な
ど
、
さ
ら
に
景
気
を
刺
激
す
る
姿

勢
を
鮮
明
に
し
て
い
る
。
Ｆ
Ｒ
Ｂ
と

し
て
は
、
こ
こ
で
金
融
引
締
め
を
強

化
し
な
け
れ
ば
責
任
放
棄
に
な
る
と

考
え
て
当
然
と
い
え
る
。

利
上
げ
接
近
を
受
け
、
米
国
株
式

市
場
の
ト
ラ
ン
プ
ラ
リ
ー
の
足
取
り

は
や
や
重
く
な
っ
た
が
、
方
向
感
が

変
わ
る
気
配
は
な
い
。
時
期
は
と
も

か
く
利
上
げ
は
織
り
込
み
済
み
で
、

企
業
収
益
の
増
加
と
利
上
げ
の
バ
ラ

ン
ス
を
考
慮
し
な
が
ら
利
上
げ
後
も

上
値
を
追
っ
て
い
く
公
算
が
大
き

い
。問

題
は
米
国
以
外
へ
の
影
響
で
あ

る
。
世
界
で
利
上
げ
が
浮
上
し
て
い

る
と
こ
ろ
は
米
国
以
外
に
な
い
。
米

利
上
げ
は
特
に
途
上
国
か
ら
の
資
金

流
出
、
米
国
金
融
市
場
へ
の
資
金
流

入
を
招
き
、
途
上
国
経
済
に
打
撃
を

与
え
る
懸
念
が
あ
り
、
１
度
目
の
利

上
げ
の
際
は
そ
れ
が
目
立
っ
た
。
し

か
し
、
今
回
は
落
ち
着
い
て
い
る
よ

う
だ
。
こ
れ
は
、
途
上
国
経
済
も
そ

れ
な
り
に
安
定
し
て
き
て
い
る
こ
と

の
反
映
だ
ろ
う
。
経
済
大
国
・
中
国

は
、
先
ご
ろ
開
い
た
全
国
人
民
代
表

大
会
で
６
・
５
％
の
成
長
目
標
を
打

ち
出
し
、
世
界
を
安
心
さ
せ
た
。

日
本
へ
の
影
響
と
な
る
と
、
米
利

上
げ
→
円
安
が
期
待
さ
れ
る
と
こ
ろ

だ
が
、
こ
れ
ま
で
の
世
界
的
な
資
金

の
動
き
か
ら
す
る
と
、
大
き
な
期
待

は
し
な
い
ほ
う
が
よ
い
と
思
わ
れ

る
。
円
安
の
カ
ギ
は
、
日
本
の
機
関

投
資
家
の
対
米
投
資
の
動
向
が
握
っ

て
い
る
か
も
し
れ
な
い
の
だ
。

い
ず
れ
に
せ
よ
、
今
回
の
米
利
上

げ
は
世
界
的
に
さ
ほ
ど
大
き
な
混
乱

を
生
ず
る
こ
と
な
く
実
施
さ
れ
、
市

場
の
関
心
は
今
後
の
利
上
げ
ス
ケ

ジ
ュ
ー
ル
、
回
数
な
ど
に
移
っ
て
い

く
こ
と
に
な
ろ
う
。

経理用語の豆知識
リスク分担型企業年金の会計処理

リスク分担型企業年金は、法令上は確定給付企業年金
法に基づいて実施されるものであり、次のような特徴があ
る。①標準掛金額は、算定基礎となる率に基づき計算され
る。②財政悪化リスク相当額は、事業主が拠出するリスク
対応掛金額および毎事業年度における財政状況に応じた
加入者等への給付調整額によって分担され、各々の範囲
は労使合意により定められる。③各期のリスク対応掛金額
は、ａ．予定拠出期間で均等に拠出する方法、ｂ．下限リス
ク対応掛金額以上、上限リスク対応掛金額以下の範囲で
拠出する方法、ｃ.予定拠出期間において、リスク対応掛金
額の未拠出額に、15％以上50％以下の範囲内において規
約で定めた一定の割合を乗じた金額を拠出する方法、の
いずれかの方法で計算される。
企業の拠出義務が、制度の導入時の規約に定められた

掛金相当額の拠出に限定されている場合は確定拠出制度
として、それ以外は確定給付制度として会計処理される。


